
「雇用対策部会報告書」における

地方版ハローワークの設置等を受けて

本日、地方分権改革有識者会議雇用対策部会において「雇用対策部会報

告書」が示された。地方版ハローワークの設置及びハローワーク特区制度

の全国展開が盛り込まれる等、全国知事会の要望に概ね沿った案となった

ことを歓迎したい。

今後、地方版ハローワークの検討に当たっては、国と同等の機能を持つ

ことができなければ設置の意味をなさないだけに、地方側と十分協議し、

地方の実情に即した具体的な制度設計となることを求める。
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